
令和７年度 社会教育関係団体補助金の交付について

単位：円

№ 団体名 会の目的
令和7年度

申請額
交付理由等

（参考）
令和6年度

交付額

1
下野市子ども会育成
会連絡協議会

地区子連の連絡と協力
を図り、単位育成会の
円滑で自主的な活動の
推進を図る

66,000

市子連を通じて地
区子連の活動を支
援し、青少年の健
全育成を図るため

66,000

資料１



一部抜粋





議案第１ 号

1 　 会議

日にち 会　 　 場

5 月1 6 日（ 木）
市民活動セン

タ ー２ 階　 研修
室３

６ 月４ 日（ 火）
南河内公民館

大ホール

3 月1 1 日（ 火）
市庁舎３ 階

３ ０ ２ 会議室

２ 　 その他

日にち 備考

1 2 月１ 日（ 日）
コ ンセーレ （ 栃
木県青年会館）

1 2 月1 7 日（ 火）
～2 2 日（ 日）

石橋公民館
エント ラ ンス

ホール

通年 1 ,3 8 1 名加入　 全国子ど も 会安全共済会加入

　 第１ 回役員会（ 新旧役員会）
　 (1 )令和６ 年度定期総会資料について
　 (2 )総会役割分担について

　 第２ 回役員会
　 (1 )令和６ 年度事業報告について
　 (2 )令和７ 年度事業計画について
　 (3 )令和７ 年度役員の選出について
　 (4 )令和７ 年度定期総会について
　 (5 )令和７ 年度安全共済会の加入手続について

　 県子連創立５ ０ 周年記念事業（ 記念式典、 シンポジウ ム）
　 （ 本市から 　 役員２ 名　 事務局１ 名出席）

事　 業　 名　 等

令和６ 年度事業報告

会　 　 議　 　 名

　 定期総会
　 (1 )令和５ 年度事業報告
　 (2 )令和５ 年度収支決算報告
　 　 　 監査報告
　 (3 )令和６ 年度事業計画(案)
　 (4 )令和６ 年度収支予算(案)
　 (5 )令和６ 年度役員選出(案)
　 新旧役員紹介
　 交流会
　 　 テーマ「 子ど も たちの笑顔と 未来を応援する ために
　 　 　 　 　 　 ～子ども 会育成会の活動を通し て～」
　 　 フ ァ シリ テータ ー
　 　 　 下都賀教育事務所ふれあい学習課
　 　 　 　 社会教育主事　 熊倉 悠気 氏

　 子ど も 育成事業（ 子ど も なんでも 発表会）
　 　 小中学生展示（ 模造紙）
　 　 作品数　 ３ ５ 点　 　 参加人数　 １ ７ ９ 名



議案第２ 号

１ 　 収入　3 6 6 ,8 3 7 円

項　 目  予算額 収入済額 増減 備考

負担金 2 7 ,5 0 0 3 0 ,7 4 0 3 ,2 4 0
 地区子連（ 国子連）     2 0 ,0 0 0 円(※)
 単子　 3 0 円×3 5 8 名分＝1 0 ,7 4 0 円(※)

補助金 2 0 3 ,5 0 0 2 0 7 ,4 3 0 3 ,9 3 0
下野市　 6 6 ,0 0 0 円
下野市社会福祉協議会　 1 0 0 ,0 0 0 円
栃木県子連事業奨励金　 4 1 ,4 3 0 円

繰越金 1 2 8 ,6 2 2 1 2 8 ,6 2 2 0

雑収入 8 4 5 3 7 利息

合　 計 3 5 9 ,6 3 0 3 6 6 ,8 3 7 7 ,2 0 7

２ 　 支出　 　3 0 5 ,5 5 1 円

項　 目 予算額 支出済額 増減 備考

事務費 6 0 ,0 0 0 4 2 ,6 8 4 △ 1 7 ,3 1 6

郵送料　 3 3 ,7 6 4 円　 切手代　 5 ,3 4 0 円
振込手数料　 9 9 0 円
硬貨両替手数料　 9 9 0 円
安全共済会掛金(役員顧問８ 名)　 1 ,6 0 0 円

会議費 1 0 ,0 0 0 1 2 ,1 6 4 2 ,1 6 4 会議時飲料代

旅　 費 2 0 ,0 0 0 2 ,2 3 6 △ 1 7 ,7 6 4 研修会、 県子連式典出席旅費

事業費 2 4 3 ,5 0 0 2 4 8 ,4 6 7 4 ,9 6 7
活動推進費（ 国子連） 　 1 9 7 ,8 9 0 円(※)
（ 単子） 1 0 ,7 4 0 円(※)
子ど も なんでも 発表会運営費　 3 9 ,8 3 7 円

予備費 2 6 ,1 3 0 0 △ 2 6 ,1 3 0

合　 計 3 5 9 ,6 3 0 3 0 5 ,5 5 1 △ 5 4 ,0 7 9

３ 　 差引残高　 6 1 ,2 8 6 円は令和７ 年度へ繰越いたし ま す。

　 　 上記のと おり 報告いたし ま す。

参考
①　 安全共済会は、 子ど も 会育成会活動時のけがに対し 、 一部見舞金が支給さ れる 。
　 　 加入金（ 一人2 0 0 円） の費用は、 全額自己負担（ 育成会費等） と し ている 。
②　 一般社団法人栃木県子ど も 会連合会事業奨励金は、 子ど も 会育成会活動や安全教育
　 　 活動について安全共済会会員一人あたり 3 0 円を 支給する 。
※　 国子連（ 地区子連） への活動推進費は、 負担金2 0 ,0 0 0 円を 差し 引いた金額を 振り 込んでいる 。

下野市子ど も 会育成会連絡協議会　 会長　 伊沢　 幸子

令和６ 年度収支決算報告
（ 期間　 令和６ 年4 月1 日～令和７ 年3 月3 1 日）

（ 単位： 円）

（ 単位： 円）

　 　 　 令和７ 年６ 月１ 日



安全共済会掛金等のお金の流れについて 

 

１ 地区子連（国分寺地区子連）の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 単位子ども会育成会（国分寺地区子連所属単子以外）の場合 

 

 

国

子

連 

市

子

連 

県

子

連 

①安全共済会掛金 

200 円/人 

②安全共済会掛金 

200 円/人 

③事業奨励金 

30 円/人 

④活動推進費 

(30 円×加入人数) 

＋補助金(市・社協) 

⑤市子連負担金 

20,000 円 

※国子連への振込額は④－⑤（相殺） 

単

位

子

ど

も

会

育

成

会 

市

子

連 

県

子

連 

①安全共済会掛金 

200 円/人 

②安全共済会掛金 

200 円/人 

③事業奨励金 

30 円/人 

④活動推進費 

(30 円×加入人数) 

⑤市子連負担金 

30 円×加入人数 

※④⑤は相殺し、振込及び受領はしない 

（活動推進費のお知らせ、負担金領収証を 

発行する） 





議案第３ 号

１ 　 会議

役員 代議員 顧問

４ 月２ ２ 日（ 火）
第１ 回役員会
（ 新旧役員会）

国分寺公民館 ○ ○

６ 月１ 日（ 日） 定期総会 ○ ○ ○

３ 月 第２ 回役員会 ○ ○

　

２ 　 その他

役員 代議員 顧問

1 2 月
子ど も 育成事業
（ 子ど も なんでも 発表
会）

下野市青少年育成市民
会議と 実行委員会を組
織し て実施

希望
者

希望
者

希望
者

通年
全国子ど も 会安全共済会
加入

場　 所

令和７ 年度事業計画（ 案）

期　 日 会　 議　 名
出席対象者

期　 日 事  業  名 備　 考
出席対象者

（ 凡例） ○： 出席　 　 希望者： 希望者のみ参加



議案第４ 号

１ 　 収入　 2 6 7 ,0 0 0 円

（ 単位： 円）

項　 目 本年度予算額 前年度予算額 増減 備考

負担金 2 0 ,0 0 0 2 7 ,5 0 0 △ 7 ,5 0 0 地区子連（ 国子連） 2 0 ,0 0 0 円

補助金 1 8 5 ,0 0 0 2 0 3 ,5 0 0 △ 1 8 ,5 0 0
下野市　 6 6 ,0 0 0 円
下野市社会福祉協議会　 8 0 ,0 0 0 円
県子連事業奨励金　 3 9 ,0 0 0 円

繰越金 6 1 ,2 8 6 1 2 8 ,6 2 2 △ 6 7 ,3 3 6  前年度繰越分

雑収入 7 1 4 8 7 0 6  預金利息等

 合　 計 2 6 7 ,0 0 0 3 5 9 ,6 3 0 △ 9 2 ,6 3 0

２ 　 支出　 　2 6 7 ,0 0 0 円

（ 単位： 円）

 項　 目 本年度予算額  前年度予算額 増減 備考

事務費 5 0 ,0 0 0 6 0 ,0 0 0 △ 1 0 ,0 0 0
切手代、 郵送代、 振込手数料、 硬貨両
替手数料

会議費 2 0 ,0 0 0 1 0 ,0 0 0 1 0 ,0 0 0 会議時飲料代

旅　 費 1 0 ,0 0 0 2 0 ,0 0 0 △ 1 0 ,0 0 0 県子連会議

事業費 1 6 6 ,0 0 0 2 4 3 ,5 0 0 △ 7 7 ,5 0 0

活動推進費（ 国子連分） 1 1 6 ,0 0 0 円
子ども なんでも 発表会　 4 0 ,0 0 0 円
ジュ ニアリ ーダース ク ラ ブの助成
1 0 ,0 0 0 円

予備費 2 1 ,0 0 0 2 6 ,1 3 0 △ 5 ,1 3 0

合　 計 2 6 7 ,0 0 0 3 5 9 ,6 3 0 △ 9 2 ,6 3 0

上記のと おり 提案いたし ま す。

　 　 　 令和７ 年６ 月１ 日

下野市子ど も 会育成会連絡協議会　 会長　 伊沢　 幸子

令和７ 年度収支予算（ 案）
（ 期間　 令和７ 年4 月1 日～令和８ 年3 月3 1 日）



下野市子ど も 会育成会連絡協議会会則 

 

 （ 名称及び事務局）  

第１ 条 こ の会は、 下野市子ど も 会育成会連絡協議会（ 以下「 本会」 と いう 。） と 称し 、 事務

局を 下野市教育委員会事務局生涯学習文化課内におく 。  

（ 目的）  

第２ 条 本会は、 市内の地区子ど も 会連合組織（ 以下「 地区子連」 と いう 。）、 単位子ど も 会及

び単位育成会（ 以下「 単位子ど も 会育成会」 と いう 。） 相互の連絡と 協力を 図る こ と に

よ り 、単位育成会の円滑かつ自主的な活動の推進と 、単位子ど も 会活動の充実を 図る こ

と を 目的と する 。  

（ 事業）  

第３ 条 本会は、 前条の目的を 達成する ため、 次の事業を 行う 。  

    ⑴ 地区子連及び単位育成会相互の連絡提携並びに情報交換 

    ⑵ 会員の資質の向上を図る ための事業 

    ⑶ 単位子ど も 会育成会の発展に必要な調査研究 

    ⑷ その他、 目的達成のために必要な事項 

（ 構成）  

第４ 条 本会は、 本会の目的に賛同する 市内の地区子連及び単位子ど も 会育成会（ ただし 、 加

盟でき る 地区子連がある 場合は、 当該地区子連に加盟し ている こ と 。） を も って構成さ

れる 。  

（ 役員）  

第５ 条 本会に、 次の役員を おく 。  

    ⑴ 会 長                １ 名 

    ⑵ 副会長                １ 名 

    ⑶ 会 計                １ 名 

    ⑷ 監 事                １ 名 

    ⑸ 専門委員              若干名 

（ 役員の職務）  

第６ 条 本会の役員の職務は、 次の通り と する 。  

    ⑴ 会長は、 本会を 代表し 、 会務を総括する 。  

    ⑵ 副会長は、 会長を 補佐し 、 会長の事故ある 時は、 その職務を代行する 。  

    ⑶ 会計は、 本会の金銭の出納を 行う 。  

    ⑷ 監事は、 本会の会務並びに会計について監査し 、 総会で報告する 。  

    ⑸ 専門委員は、 会員の資質の向上を 図る ための企画、 運営及び必要な助言、 指導を  

行う 。  

（ 役員の選出）  

第７ 条 本会の役員の選出方法は、 次の表のと おり と し 、 総会の承認を 受ける 。  

役職 選出方法 

会長 地域の育成者及び指導者の立候補者をも ってあてる 。  

なお、 立候補者が定数を 超える 場合は、 本会の役員立ち合いのう え、

立候補者間で話し 合う 。  

立候補者が定数に達し ない場合は、 本会の役員の推薦し た者を あて

る こ と ができ る 。  

副会長 

会計 

監事 

専門委員 地区子連会長の推薦し た者を も っ てあてる 。  

 



（ 役員の任期）  

 第８ 条 本会の役員の任期は、 1 年と し 、 再任は妨げない。  

（ 顧問）  

第９ 条 本会に、 顧問をおく こ と ができ る 。  

  ２   顧問は、 役員会の推薦によ り 、 会長が委嘱する 。  

  ３   顧問は、 会務について、 会長の諮問に応じ 、 会議に出席し て意見をのべる こ と がで

き る 。  

（ 会議）  

第 10 条 本会の会議は、 総会と 役員会と する 。  

    ⑴ 会議は、 構成員の過半数の出席をも っ て成立する 。  

    ⑵ 会議の議事は、 出席構成員の過半数の同意をも っ て成立する 。  

    ⑶ 会議の議長は、 原則と し て会長があたる 。  

  （ 総会）  

  第 11 条 総会は、 本会の最高決議機関で、 次の事項について審議、 決定する 。  

      ⑴ 事業計画並びに予算の決定 

      ⑵ 事業報告並びに収支予算の承認 

      ⑶ 役員の承認 

      ⑷ その他、 本会の運営に関する 重要な事項 

   ２   総会は、 定期総会と 臨時総会と する 。  

      ⑴ 定期総会は、 毎年１ 回開催する 。  

      ⑵ 臨時総会は、 会長又は役員が必要と 認めたと き に開催する 。  

   ３   総会は、 本会の役員及び各地区子連及び単位子ど も 会育成会から 選出さ れた代議

員によ り 構成する 。  

（ 経費）  

第 12 条 本会の経費は、 各地区子連及び単位子ど も 会育成会の負担金、 下野市から の補助金

及びその他の収入をも っ てあてる 。  

（ 会計年度）  

 第 13 条 本会の会計年度は、 毎年４ 月１ 日から 翌年３ 月３ １ 日ま でと する 。  

（ 会則の改正）  

 第 14 条 本会の会則改正は、 総会の議決によ る 。  

  附 則 

こ の会則は、 平成１ ８ 年６ 月２ ０ 日よ り 施行する 。  

     こ の会則は、 平成２ ５ 年５ 月２ ５ 日よ り 一部を 改正する 。  

こ の会則は、 平成２ ７ 年５ 月２ １ 日よ り 一部を 改正する 。  

      こ の会則は、 令和５ 年５ 月２ ５ 日よ り 一部を改正する 。  

      こ の会則は、 令和６ 年４ 月１ 日よ り 一部を 改正する 。  

 

                 



下野市子ど も 会育成会連絡協議会旅費規程 

 

（ 目的）  

第１ 条 こ の規程は、 下野市子ど も 会育成会連絡協議会（ 以下「 市子連」） の会員が

市子連活動の一環と し て対外的な諸会議、研修会等に参加する ため、派遣並

びに出張し た際に発生する 諸費用の支給について規定する 。  

 

（ 研修費）  

第２ 条 諸会議、 研修会において発生する 参加費、 資料代等は実費を支給する 。  

 

（ 交通費）  

第３ 条 派遣並びに出張し た際に発生する 交通費の支給は、 次の通り と する 。  

   １  原則と し て公共の交通機関を利用し 、 その実費を支給する 。  

     但し 、 やむをえず電車、 バス 以外の交通機関を利用し た場合は、 領収書を添

付のう え清算する 。  

   ２  新幹線並びに特急、 グリ ーン車等の利用は原則禁止と する 。  

     但し 、 派遣並びに出張先が遠隔地の場合や、 新幹線、 特急を利用する こ と が

得策と 考えら れる 場合は、 予め会長の承認を得る 。  

     遠隔地と は、 派遣先並びに出張先が出発点よ り 100ｋ ｍ以上の場合である 。 

   ３  私有車を利用し た場合、 車提供者に対し 1ｋ ｍあたり 20 円を支払う 。  

     但し 、利用中の事故等の損害によ り 発生する 費用は全て車提供者の責任で処

理する も のと する 。  

 

（ 駐車費）  

第４ 条 私有車の利用によ り 発生する 駐車費は実費を支給する 。  

 

（ 旅費申請）  

第５ 条 旅費の申請については、会長及び市子連事務局に旅費申請の意向を伝え了承

さ れる こ と を前提と し 、その上で会議・ 研修会報告書兼旅費申請書（ 様式１ ）

に関係書類を添えて、 市子連事務局生涯学習課へ提出する こ と と する 。  

 

（ 疑義の解釈）  

第６ 条 本規程に疑義のある 場合は、 役員会の判断によ る 。  

 

（ 規程の改廃）  

第７ 条 本規程の改廃は総会の承認を得る 。  

 

附則  こ の規程は平成２ ２ 年 ４ 月 １ 日よ り 施行する 。  

 

 

 



様式１  

 

会議・ 研修会報告書兼旅費申請書 

 

下野市子ど も 会育成会連絡協議会長 様 

 

  私は下記およ び別添資料の通り 会議・ 研修会に参加し ま し たこ と を報告 

いたし ま すので、 参加に必要であっ た費用と し て旅費を申請いたし ま す。  

 

申請金額           円 

 

  令和  年  月  日 

氏名            ㊞ 

 

記 

 

 １  用務 

 

 ２  日程  令和  年  月  日（  ）   時  分～  時  分 

 

 ３  場所 

 

 ４  旅費  ①研修費 

 

       ②交通費 バス  

 

電車 

 

その他 

 

私有車 

 

       ③駐車費 

 

※ 新幹線や特急等は出張先が出発点よ り 100ｋ ｍ以上の遠隔地の場合にのみ、

会長の承認を 得る こ と で利用する こ と ができ る 。  

※ 領収書がある 場合はそのコ ピ ーを必ず添付する 。  

※ 私有車の場合は１ ｋ ｍあたり ２ ０ 円と する 。  
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○下野市社会教育関係団体の登録に関する基準 

平成１８年３月１５日 

教育委員会訓令第１６号 

（趣旨） 

第１条 この訓令は、社会教育法（昭和２４年法律第２０７号。以下「法」という。）第１０条に規定

する社会教育関係団体の登録に関し必要な事項を定める。 

（登録要件） 

第２条 下野市社会教育関係団体として登録できる団体は、次の要件を備えたものとする。 

（１） 規約及び会則等を有し、団体意思を決定し、執行する組織・機構が確立していること。 

（２） 社会教育事業を計画的かつ継続的に実施でき、その事業の成果が期待できる団体であるこ

と。 

（３） 自ら経理し、監査する等会計機構を有すること。 

（４） 事務所を市内に有し、団体の構成員のうち、市内に居住し、又は通勤若しくは通学するもの

が半数以上で、かつ主たる活動の場所が市内にあること。 

２ 前項の規定にかかわらず、もっぱら政治的活動、宗教的活動及び営利事業を行う団体は除外するも

のとする。 

（登録申請） 

第３条 下野市社会教育関係団体として登録を申請する団体の代表者は下野市社会教育関係団体登録申

請書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添えて、登録を申請しなければならない。 

（１） 会則等 

（２） 予算書及び事業計画書 

（３） 決算書及び事業経過報告書 

（４） 役員名簿 

（５） その他必要と認める書類 

（登録審査） 

第４条 教育委員会は、申請のあった団体について、登録の可否を決定するにあたっては、予め社会教

育委員の意見を聴いて行うものとする。 

（登録証の交付） 

第５条 教育委員会は、登録決定した団体に下野市社会教育関係団体登録証（様式第２号）を交付す

る。 

（登録団体の義務） 

第６条 登録団体は、申請の内容に異動があったときは、直ちにその旨を教育委員会に届け出なければ

ならない。 

２ 登録団体は、法令、規則等を遵守しなければならない。 

（指導及び登録の取消し） 

第７条 教育委員会は、団体の活動が、法令、規則等に反しているとき、又は申請の内容と異なるとき

は、団体又はその責任者に対し、注意を喚起するため指導を行う。 

２ 教育委員会は、団体が前項の注意等に従わないときは、その団体の登録を取り消すことができる。 

３ 教育委員会は、登録を取り消したときは、下野市社会教育関係団体登録取り消し通知書（様式第３

号）によりその旨団体に通知しなければならない。 

附 則 

この訓令は、平成１８年４月１日から施行する。 

Ｎｏ.１ 
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○下野市補助金等交付規則 
平成１８年１月１０日 

規則第５０号 
（目的） 
第１条 この規則は、法令、条例及び他の規則に特別の定めのあるものを除くほか、補助金等の交付の申

請、決定及び使用等に関する基本的事項を規定することにより、補助金等に係る予算の執行の適正化を図

ることを目的とする。 
（定義） 
第２条 この規則において「補助金等」とは、市が国、県及び市町村以外の者に対して交付する次に掲げる

ものをいう。 
（１） 補助金 
（２） 負担金、分担金 
（３） 利子補給金 
２ この規則において「補助事業等」とは補助金等の交付の対象となる事務又は事業をいい、「補助事業者

等」とは補助事業等を行う者をいう。 
（補助対象） 
第３条 補助金等の名称、目的、交付の対象である事務又は事業の内容及びその交付率又は金額は、別に定

めて告示する。ただし、補助金等の交付の相手方があらかじめ特定しているものについては、告示せずこ

れらの相手方に通知する。 
（補助金等の交付申請） 
第４条 補助金等の交付の申請をしようとする者は、補助金等交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類

を添えて、市長に提出しなければならない。 
（１） 事業計画書 
（２） 収支予算書又はそれに代わる書類 
（３） 工事の施行にあっては実施設計書 
（４） その他市長が必要と認める書類 
２ 前項の規定にかかわらず、市長がその必要がないと認めるときは、当該書類の一部を省略することがで

きる。 
（補助金等の交付の決定） 
第５条 市長は、補助金等の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類の審査及び必要に応じて行う

現地調査等により、当該申請に係る補助金等を交付すべきものと認めたときは、速やかに補助金等の交付

の決定をするものとする。 
２ 市長は、前項の場合において、適正な交付を行うため必要があるときは、補助金等の交付の申請に係る

事項につき修正を加えて補助金等の交付の決定をすることがある。 
（補助金等の交付の条件） 
第６条 市長は、補助金等の交付の決定をする場合において、法令及び予算で定める補助金等の交付の目的

を達成するために必要があるときは、次に掲げる事項につき条件を付するものとする。 
（１） 補助事業等に要する経費の配分の変更又は補助事業等の内容の変更をする場合においては、市長の

承認を受けること。 
（２） 補助事業等を行うため締結する契約に関する事項その他補助事業に要する経費の使用方法に関する

事項 

Ｎｏ.２ 
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（３） 補助事業等を中止し、又は廃止する場合においては、市長の承認を受けること。 
（４） 補助事業等が予定の期間内に完了しない場合又は当該事業等の遂行が困難となった場合において

は、速やかに市長に報告し、その指示を受けること。 
（５） 補助事業等の完了により当該事業者等に相当の収益が生ずると認められる場合においては、当該補

助金等の交付の目的に反しない場合に限り、その交付した補助金の全部又は一部に相当する金額を市に納

付すること。 
２ 市長は、前項に定めるもののほか、補助金等の交付の目的を達成するため必要な条件を付することがあ

る。 
（決定の通知） 
第７条 市長は、補助金等の交付の決定をしたときは、速やかにその決定の内容及びこれに条件を付した場

合にはその条件を補助金等の交付の申請をした者に様式第２号により通知するものとする。 
（申請の取下げ） 
第８条 補助金等の交付の申請をした者は、前条による通知を受領した場合において、当該通知に係る補助

金等の交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、当該受領の日から１０日を経過す

る日までに申請の取下げをすることができる。ただし、市長が特に必要と認める場合は、この期間を短縮

し、又は延長することがある。 
２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金等の交付の決定は、なかったも

のとみなす。 
（事情変更による決定の取消し等） 
第９条 市長は、補助金等の交付の決定をした場合において、その後の事情の変更により特別の必要が生じ

たときは、補助金等の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又はその決定の内容若しくはこれに付

した条件を変更することがある。ただし、補助事業等のうちで既に経過した期間に係る部分については、

この限りでない。 
２ 前項の規定により補助金等の交付の決定を取り消すことができる場合は、次の各号のいずれかに該当す

る場合とする。 
（１） 天災地変その他補助金等の交付の決定後生じた事情の変更により、補助事業等の全部若しくは一部

を継続する必要がなくなった場合 
（２） 補助事業者等が補助事業等を遂行するため必要な土地その他の手段を使用することができない場合 
（３） 補助事業等に要する経費のうち補助金等によって賄われる部分以外の部分を負担することができな

い場合 
（４） 前３号に規定する場合のほか、補助事業等を遂行することができない場合 
（補助事業等の遂行等） 
第１０条 補助事業者等は、法令その他の規程（以下「法令等」という。）の定め並びに補助金等の交付の決

定の内容及びこれに付した条件その他法令等に基づく市長の処分に従い、善良な管理者の注意をもって補

助事業等を行わなければならず、いやしくも補助金等の他の用途への使用をしてはならない。 
（状況報告） 
第１１条 補助事業者は、補助事業等の遂行の状況に関し、補助事業等状況報告書（様式第３号）に別に定

める書類を添えて、市長に報告しなければならない。 
（事業遂行等の指示） 
第１２条 市長は、補助事業者等が提出する報告等により、その者の補助事業等が補助金等の交付の決定の

内容又はこれに付した条件に従って遂行されていないと認めるときは、その者に対し、これらに従って当
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該補助事業等を遂行すべきことを指示することがある。 
２ 市長は、補助事業者等が前項の指示に違反したときは、その者に対し、当該補助事業等の遂行の一部停

止を命ずることがある。 
（実績報告） 
第１３条 補助事業者等は、補助事業等が完了（事務費と事業費の区分ができるものについては、事務費に

係る部分又は事業費に係る部分の完了を含む。）したとき（補助事業等の廃止の承認を受けたときを含

む。）は、補助事業等の成果を記載した補助事業等実績報告書（様式第３号）に別に定める書類を添えて

市長に報告しなければならない。補助金等の交付の決定に係る市の会計年度が終了した場合は、５月３１

日までに報告しなければならない。 
（検査） 
第１４条 市長は、前条の規定により補助事業等の完了の届出があったとき、又は補助事業等の一部につい

て検査の請求があったときは、補助事業者等に対し、市長の命じた職員（以下「検査員」という。）をし

て、当該補助事業等に係る書類、帳簿その他必要な物件の検査を行わせることができる。 
２ 市長は、補助金等に係る予算の執行の適正を期するため必要があると認めたときは、いつでも検査員を

して補助事業者等に対し、当該事業に係る帳簿、書類をその他の物件の検査を行わせることがある。 
３ 検査員は、その身分を示す証票を携帯し、関係者の要求があるときは、これを提示しなければならな

い。 
４ 第１項及び第２項の規定による検査は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。 
（是正のための措置） 
第１５条 市長は、前条第１項及び第２項の規定による検査の結果を補助事業者等に通知するものとする。 
２ 市長は、補助事業等の完了又は廃止に係る補助事業等の成果の報告を受けた場合又は前条の規定による

検査の結果補助事業等の成果が補助金等の交付の決定の内容又はこれに付した条件に適合しないものがあ

ると認めたときは、補助事業者等に対し、当該補助事業等をこれに適合させるため是正の措置をとるべき

ことを指示するものとする。 
３ 第１３条の規定は、前項の規定に基づく指示に従ってとるべき措置の完了について準用する。 
（補助金等の額の確定等） 
第１６条 市長は、補助事業等の完了又は廃止に係る補助事業等の成果の報告を受けた場合においては、報

告書等の書類の審査及び第１４条の規定により行う検査等により、その報告に係る補助事業等の成果が、

補助金等の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると

認めたときは、交付すべき補助金等の額を確定し、当該補助事業者等に通知する。 
（決定の取消し等） 
第１７条 市長は、補助事業者等が、補助金等の他の用途への使用をし、その他補助事業等に関し、補助金

等の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令等又はこれに基づく市長の処分に違反したとき

は、補助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消すことがある。 
２ 前項の規定は、補助事業等について交付すべき補助金等の額の確定があった後においても適用があるも

のとする。 
３ 第７条の規定は、第１項の規定による取消しをした場合について準用する。 
（補助金等の交付の請求） 
第１８条 第１６条の規定により通知を受けた補助事業者等が、補助金等の交付を受けようとするときは、

補助金等交付請求書（様式第４号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 
（１） 交付決定通知書の写し 
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（２） 補助事業等の検査結果の通知書の写し 
（３） 精算書 
（４） その他市長が必要と認める書類 
（交付の特例） 
第１９条 市長は、特に必要があると認めるときは、補助金等を概算払又は前金払により交付することがあ

る。 
２ 前条の規定は、概算払又は前金払に係る補助金等の交付の請求について準用する。 
（補助金等の返還） 
第２０条 市長は、補助金等の交付の決定を取り消した場合において、補助事業等の当該取消しに係る部分

に関し、既に補助金等が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 
（加算金及び延滞金） 
第２１条 補助事業者等は、第１７条第１項の規定に基づく取消しにより補助金等の返還を命ぜられたとき

は、その命令に係る補助金等の受領の日（補助金等が２回以上に分けて交付されている場合においては、

最後の受領の日とし、その日に受領した額が返還すべき額に達しないときは、これに達するまで順次さか

のぼりそれぞれ受領した日）から納付の日までの日数に応じ、当該返還を命ぜられた補助金等の額（その

一部を納付した場合におけるその後の期間については、既に納付した額を控除した額）１００円につき年

１０．９５パーセントの割合で計算した加算金を市に納付しなければならない。 
２ 補助事業者等は、補助金等の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌

日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額（その一部を納付した場合におけるその後の期間につい

ては既に納付した額を控除した額）１００円につき年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を市

に納付しなければならない。 
３ 市長は、前２項の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、当該補助事業者等の申請に

より、加算金又は延滞金の全部又は一部を免除することがある。 
（他の補助金等の一時停止等） 
第２２条 市長は、補助事業者等が補助金等の返還を命ぜられ、当該補助金等加算金又は延滞金の全部又は

一部を納付しない場合において、その者に対して、同種の事務又は事業について交付すべき補助金等があ

るときは、相当の限度において、その交付を一時停止し、又は当該補助金等と未納額とを相殺することが

ある。 
（帳簿の備付等） 
第２３条 補助事業者等は、補助事業等に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及

び支出についての証拠書類を整理保管しなければならない。 
（財産処分の制限） 
第２４条 補助事業者等は、補助事業等により取得し、又は効用の増加した次に掲げる財産を市長の承認を

受けないで補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはなら

ない。ただし、補助事業者等の補助金等の全部に相当する金額を市に納付した場合並びに補助金等の交付

の目的及び当該財産の耐用年数を勘案して市長が定める期間を経過した場合は、この限りでない。 
（１） 不動産及びその従物 
（２） 機械及び重要な器具で市長が指定するもの 
（３） その他市長が補助金等の交付の目的を達成するため、特に必要があると認めて定めるもの 
２ 第１７条の規定は、補助事業者等が前項の規定に違反して財産処分をしたときに、これを準用する。 
附 則 
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（施行期日） 
１ この規則は、平成１８年１月１０日から施行する。 
（経過措置） 
２ この規則の施行の日の前日までに、合併前の南河内町補助金等交付規則（昭和４６年南河内町規則第１

２号）、石橋町補助金等交付規則（平成１４年石橋町規則第５号）、石橋町各種団体活動費補助金交付規則

（昭和３６年石橋町規則第４号）又は国分寺町補助金等交付規則（平成１６年国分寺町規則第２９号）の

規定によりなされた処分、手続その他の行為は、それぞれこの規則の相当規定によりなされたものとみな

す。 
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○下野市社会教育関係団体補助金交付要綱 

平成２３年５月１３日 

告示第８６号 

（趣旨） 

第１条 市が交付する下野市社会教育関係団体補助金については、下野市補助金等交付規

則（平成１８年下野市規則第５０号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、

この告示の定めるところによる。 

（名称等） 

第２条 補助金の名称、事業補助、目的、経費の事業内容及びその補助額については、別

表に定めるとおりとする。 

（交付の申請） 

第３条 補助金の交付を受けようとする者は、規則第４条の規定に基づき、補助金交付申

請書（様式第１号）により関係書類を添付し申請するものとする。 

（実績報告） 

第４条 規則第１３条の規定に基づき、提出する実績報告については、補助金実績報告書

（様式第２号）により関係書類を添付し、報告するものとする。 

（補助金の請求） 

第５条 規則第１８条の規定に基づき、提出する補助金交付請求書については、補助金交

付請求書（様式第３号）によるものとする。 

附 則 

この告示は、平成２３年６月１日から施行する。 

別表（第２条関係） 

補助の名称 事業補助 目的 経費 補助額 

社会教育関係団体

補助金 

社会教育団体補助

事業 

社会教育団体の運

営及び事業 

実施計画に基づき

行う事業に要する

経費 

予算の範囲内とす

る。 

 

Ｎｏ.３ 
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○下野市各種団体等の補助金の交付に関する基準 

平成２０年３月３１日 

告示第７５号 

第１ 基準策定の目的 

この基準は、補助金を効果的、効率的に運用し、補助団体に対しても、補助金の交付基準を明

らかにすることにより、公平性、公正性及び透明性を確保し、より適正な補助金の交付及び執行

を図ることを目的とする。 

第２ 定義 

この基準において「補助金」とは、本市が団体等の行う特定の事務事業等に対し公益上必要が

あると認めた場合に、その事務事業の実施にあたり、行政目的を効果的かつ効率的に達成するた

め、反対給付を求めることなく行う金銭的給付をいう。 

第３ 交付基準 

補助金の交付に際しては、以下の項目を総合的に勘案して補助金交付の適否を判断するものと

する。 

１ 基本的事項 

（１） 補助金の交付が、客観的にみて公益上必要であり、かつ、以下の項目のいずれかを満

たすこと。 

ア 事業、活動の目的及び内容等が社会、経済情勢に合致していること。 

イ 市民の福祉の向上及び利益の増進に、効果が認められること。 

ウ 補助対象とする事業が、市総合計画又は各種計画の施策体系上に位置づけられているこ

と。 

（２） 補助金の交付に対して費用対効果が認められること。 

（３） 支出の根拠が明確で、法令等に抵触していないこと。 

（４） 会計処理及び使途が適切になされていること。 

（５） 団体において、多額の決算剰余金、積立金を有していないこと。 

２ 個別的事項 

（１） 補助金の補助対象事業費については、その内容を明確にすること。その際、交際費、

慶弔費、飲食費（会議等における必要な茶菓等を除く。）、懇親会費等直接公益的な事業に

結びつかない経費や社会一般通念上公金での支出が疑問視される経費については、補助金の

交付対象事業には含めないものとする。 

（２） 補助率は、公益上の必要度に応じて判断し、原則として、対象経費の２分の１以内と

する。ただし、補助率を定めて交付することが、その性格上なじまない補助金については、

この限りでない。 

（３） 補助金の同一団体等への交付期間は、平成２０年度を基準とし、すべて３年をもっ

て、その終期を含め見直しをする。ただし、国、県等の制度による上乗せ補助金について

は、その補助終了をもって見直しをするものとする。 

（４） 補助金の交付に際し根拠法令等に定めのないものについては、規則、要綱等を整備

し、補助の目的、対象、効果及び補助金額の算出方法等を明確にするものとする。 

附 則 

この告示は、平成２０年４月１日から施行する。 

 

Ｎｏ.４ 
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